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職業キャリアと高齢期の就労見通し
－団塊の世代を中心に－
法政大学キャリアデザイン学部教授佐藤厚
つぎに、団塊の世代を対象に据え、彼（女）ら
の高齢期の生活ビジョンに注目することの意味で
ある。これまで団塊の世代は、一つの世代を共有
する人口の塊として認識され、それの持つ日本社
会への様々なインパクトが注目されてきた。団塊
の世代が、定年期に差し掛かった今、彼（女）ら
の高齢期のワークスタイルとライフデザインの描
き方を考察することは、一方で彼（女）らが仕事
からの引退過程（＝職業キャリアの終末）をどう
みているかを考察することであると同時に、他方
で彼（女）らがこれからのライフスタイルをどの
ように見通しているかを検討することでもある。
この両義性を有するプロセスを団塊の世代を対象
に描くことには意味があると考える。
同時にこの試みは､雇用政策面からみても重要
な検討課題となっている。周知のように、２００５
年４月から、６０歳代前半期（60-65歳）の雇用延
長が義務化されたが、その状況下での高齢者の希
望と希望実現の見通しを知ることは政策の実効性
と課題解明という意味で喫緊の課題である。とり
わけ日本の高齢者は他の先進諸国に比して強い就
労意欲を持つといわれているが、そうした強い就
労意欲を企業の側がどのような課題を現実に受け
止めることで対応しようとしているか、その課題
を検討する必要があろう3)。
もとより団塊の世代に限らず、高齢者が、いか
なる働き方でいつまで働きたいと考えているか、
つまり高齢期の就労を規定する要因には様々なも
のがある。高齢期の生活のまかない方と過ごし
１問題意識
日本人の職業キャリアとはどのようなものか。
また働き方によっていかなる差異がみられるか。
さらには人々が歩んできた職業キャリアは将来の
キャリア志向')にどのような影響を及ぼしている
のか。キャリア研究にとって重要なこれらの課題
について、団塊の世代を対象に、これまで歩んで
きた職業キャリアとこれからの高齢期の就労見通
しを明らかにすることによって理解を深めるこ
と、それがこの論文のねらいである2)。こうした
問いかけについて深めることは、以下の意義があ
るように思われる。
まずは日本人の職業キャリアの輪郭を実証的な
データに基づいて明らかにすることによって、観
念的な生き方論やキャリア論に実証的な基礎を与
えることが可能となる。キャリアはこうあるべき
という観念論ではなく、実際人々はこういうキャ
リアを歩んだという「である論」として捉える方
法意識とでもいえるかもしれない。
だがもとより日本人の職業キャリアは一様では
ないだろう。しかるにキャリアとは人生だから、
キャリアには人の数だけの多様性があるとするの
も不毛な議論に陥る。職業キャリアを均質なもの
と想定する過誤と、多様性に埋没する不毛の双方
から脱する方途として類型論がある。後述するよ
うに、本稿は実証的データに基づいて職業キャリ
アを一定の基準で類型化することで、その類型の
特徴を把握しようとする試みである。
３ 
Hosei University Repository
方､つまりライフスタイルの中での仕事の比重の
高さと希望、年金の支給水準と開始時期、定年延
長や継続雇用制度など勤務先での人事管理の方
針、さらには本人の職種や歩んできた職業キャリ
ア~これらはみな高齢期の就労見通しやライフ
デザインに影響を与える要因である4)。
こうした諸要因のうち、本稿では、とりわけ①
これまでの職業キャリアと②勤務先での雇用管理
のしくみに注目してみたい。後述するように、①
については、団塊の世代の職業キャリアを「出生
→学校卒業→初職就職→（人によっては転職）→
経験してきた仕事群の関連性→今日」という長い
スパンのもとでとらえ、そうした長期間に累積さ
れた（しばしば階層性を伴ってもいる）過去の
キャリアの構造が、これから迎える高齢期のライ
フデザインの描き方にいかなる影響を与えている
かを考察しようとする。また②については、そう
して描かれた将来の就労希望や就労見通しが、自
営業主か雇用者といった本人の就労形態によっ
て、また雇用者であれば勤務先の雇用管理施策や
本人の到達職位によっていかなる影響を受けてい
るか、という視点から分析しようとする。
団塊の世代の高齢期のキャリアデザインの描き
方をリアルに把握しようとすると、このような過
去の職業キャリアに分け入る視点と勤務先の雇用
管理のしくみを把握する視点の双方が欠かせない
ものとなる。
以下、１節では、こうした働き方の違いを念頭
に置きながら団塊の世代の歩んできたこれまでの
職業キャリアの特徴を浮き彫りにし、２節では、
多様な働き方のなかでも正規の雇用者に着目して
高齢期の就労希望と見通し、希望実現のための条
件などについて明らかにしていくこととしよう。
を知るために、団塊の世代の現在の職業にそって
①経営者・役員、②自営業主・家族従業員、③大
企業・中堅企業正社員、④小規模企業正社員、⑤
パート等非正規従業員、⑥（調査時点で）「仕事
をしていない」未就労者、の６つに区分してみた
5)。これら６つの型区分について基本属性及び職
業キャリアの特徴をおさえたのが表ｌである。
これらの職業区分について一言すると、①は経
営者・役員は勤務先の規模を問わず経営者・役員
として括られた人々である。この層の年収水準は
高い。②は自営業主と家族従業員をあわせてい
る。③④はともに正社員であり、このうち③は
300人以上の中堅企業と１０００人以上の大企業を
あわせている｡⑤は299人以下の中小企業の正社
員である。このうち③の年収水準は①に次いで高
いが､④はそれほど高くない。ここに同じ雇用者
でも勤務先規模で賃金に格差のある実態が示され
ている。⑥はパートがもっとも多いが、それ以外
にも契約社員、嘱託社員、アルバイト、派遣社員
などを含む非正規従業員である。年収水準は低
い。女性が多く含まれているのも特徴である。⑦
の「現在仕事はしていない」人々は、職業キャリ
アの積極的な分析対象ではないが､他と型との比
較の都合上掲載した。この区分は「現在は就労し
てない」者だが、かつての最高到達職位をみると
｢一般」（53.1％）のほかに課長、部長、役員など
の経営．管離職クラスも含んでいる（合計１６．５
％）。なお、職業キャリアをみるうえでとくに正
社員の場合は、勤務先の企業規模のほかに到達職
位も重要だが､これを組み入れた分析は３で行う。
つまり、ここでの考察対象と分析の軸は、１９４７
年生まれから１９５１年生まれのいわゆる団塊の世
代を対象に（したがって調査時点の年齢は５５歳
～５９歳ということになる)、調査時点（2006年
１０月）の就労・雇用形態（－部未就労を含む）と
勤務先規模を軸に区分された職業類型がベースに
なっている。限定された年齢層を対象にしている
ことから､平均生年は194899年(標準偏差1.401）
と、職業の間の大きな年齢の差異はないといって
よい。
Ｚ現在の職業と職業キャリアの特徴
(1)現在の職業を基準にみた類型とその属性
①職業の型区分
就労形態による職業キャリアや就労希望の違い
４ 
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表１：現在の職業別にみた職業キャリアの特徴
おはこの
鉦・２
pＤＵｂ 
従事してきた
事経験.３
最初の仕事の
満足度.Ｉ
転職の有無
（あり）
現在の年収
水準｡４
上段：男性
下段：大卒以上職業区分
４２．６ 
２６．７ 
経営者・役員
(n=176） 
自営・家族従
業員
(､=538） 
大・中企業正
社員
(n=583） 
中小企業正社
員（n=527）
パート等非正
規（n=561）
仕事をしてい
ない
(､＝145） 
9０．３ 
６２．０ ７．５０ 
４６．８ 
１５．１ 
6０．８ 
２７．７ ４．７０ 3６．６ 3５．５ 6３．４ 
3６．９ 
３３．１ 
86.1 
48.7 7．２７ 3４．６ 42.0 3７．２ 
３９．３ 
２１．４ ３０．０ 
6９．３ 
３６．８ 4.88 
２６．６ 
１９．１ 
2９．１ 
１１．８ 1．９６ 
2５．５ 
２０．０ 
3０．３ 
３０．６ 7０．３ 2６．２ 5．５２ 3３．８ 
*1：学校卒業後に初めて就いた仕事の満足度で「満足＋やや満足」と回答した割合
*2：「これまでのキャリアの中でご自身の「得意なもの」や「おはこ」と呼べるものはありますか、という問いに
「ある」と回答した割合
*3:現在までに従事してきた仕事内容はどれに近いか、という問いに「ずっと同じ仕事をしてきた」（上段）「ある
特定分野に関連する仕事をしてきた」（下段）と回答した割合
*4：現在仕事をもっている人に「何歳くらいまで現在の職場で仕事をしたいか」という問いの年齢の平均
*5：「あなたご自身の年収（税込)」を「①100万未満」「②200万以上３００万円未満」というように100万円間
隔で「⑭1400万円以上」までカテゴライズした数値の平均。
②半世紀という時代区分の中で進んだ世代間の職
業移動
団塊の世代とは１９４７年～１９５１年に誕生した
世代であるから、この世代の調査時点までの人生
は約５０年、つまり彼らの人生キャリアは日本社
会における約半世紀の変動を映し出してもいる。
この変動を映し出すものには様々なものがあろう
が、世代間の職業移動を見落とすわけにいかな
い。すなわち団塊の世代が誕生したころの親の職
業をみると全体の約４分１が自営業主であり、家
族従業員を合わせると全体の6割強を占めていた。
その後、自営業主と家族従業員は大幅に減少し、
彼らが就職したころ、つまり１９７０年代にはすで
に３分２以上が雇用労働者になっている6)。つま
り団塊の世代が経験したこの半世紀とは、自営業
から雇用労働者へという大きな世代間職業移動が
進んだ時代であった。実際、今回の調査対象全体
(2530人）のうち、「幼年期や学齢期の家庭環境」
をみると、｢会社､工場役所などに勤めるサラリー
マンの家庭」だった者は47.6％と半数に満たず、
残る半数以上は「農林水産業を営む家庭」（19.1
％）、「自営の商店や工場を営む自営業の家庭」
(22.7％)、「会社の社長や重役の家庭」（1.9％)、
｢弁護士・会計士。医者などの専門的な自営の家
庭」（0.9％）などの雇用労働者の以外の家庭に生
まれ育っている。団塊の世代の多くが、現在サラ
リーマンをはじめとする雇用者であるから、この
ことは親＝自営業から本人＝雇用者という形で職
業移動が進んだことを示す。
③学歴一類型間で異なる高等教育修了者割合
もうひとつ、世代間の職業移動に影響を及ぼす
要因のうち重要な指標が学歴である。団塊の世代
が高校を卒業したのは１９６５年～１９６９年の高度
５ 
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経済成長期であり、大学等進学率が上昇した時期
と重なっている。今回の調査対象の最終学歴をみ
ても大卒が28.4％と、大学院卒（2.2％）と合わ
せると約３割が大学教育を修了している。
ここで注目すべきは､職業間での大卒以上修了
者の割合である。表１にあるように、大卒以上者
の割合を職業の型別にみると、経営者・役員では
６割を超えて最も多く、大中企業正社員（48.7
％)、中小企業正社員（36.8％）がこれに次いで
多い。一方自営業主・家族就業員は27.7％、パー
ト等非正規従業員は11.8％と少ない｡つまり最終
学歴は雇用者と自営業では雇用者が高く、雇用者
でも勤務先企業が大きいほど高くなる傾向があ
る。また正社員と非正規従業員では正社員の大卒
以上比率が高い｡学校卒業してから調査時点まで
の職業キャリアにこの大卒という最終学歴が及ぼ
した影響は決して小さくないことがここから強く
示唆されてくる。
％、自営・家族従業員（35.5％)、大・中堅企業
社員（346％）がこれに次ぎ、中小企業正社員や
非正規従業員で低くなるといったように職業間で
差異がある。
ただ全体としてみても初職に満足していると回
答した割合はせいぜい３割～４割といったところ
であり、学校から職業への移行が関心を呼ぶなか
にあって若者が最初に出会う仕事の満足度はこの
程度だということを知っておくことも必要であろ
う。
もう一つ、最初の仕事について、「仕事をする
上で必要な知識や技能､社会人としての身の処し
方などを身につけるに当たって役に立ったものは
何か」についてみると、調査対象全体でみると
｢就職先の会社の上司や先輩のアドバイスや指導」
が37.5％と最も多く、「就職先の会社が行った研
修や訓練」（29.1％）がこれに次いでいる。これ
に対して「学校時代の教育」は9.8％であった。
仕事に関連した知識や技能の就職に際しては、学
校教育よりOJTを中心とした企業内訓練の比重が
当時から大きかったことが示されている。
（２）職業キャリア形成面でのメルクマール
学校を卒業して初職につき、やがて職業キャリ
アが形成されていく。そのときの満足度はどのよ
うなものか。職業キャリアの中では人によっては
転職をする者もいるであろう。その割合はどうか。
また仕事をするなかで自分なりになにか得意なも
の、つまり「おはこ」ができていくかもしれない。
こうした職業キャリアを仕事の幅やタイプという
点でみると各自はどのような評価をしているのか。
②転職経験について
職業キャリアの形成上のメルクマールとして重
要な意味をもつ転職経験についてみる。転職経験
者はパート等非正規従業員（転職経験者は８７．３
％；平均転職回数は３．１３回。以下左数値は転職
経験者比率、右数値は転職回数)、中小企業正社
員（75.9％；2.70回)、未就労者（70.3％；２．８３
回）で多く、経営者・役員（63.1％；１．９４回)、
自営・家族従業員（63.4％；2.28回)、大・中堅
企業正社員（42.0％；２．０３回）で少ない。一般
に労働市場の流動性は中小企業や非正規雇用で高
く、大企業や正社員で低いといわれているが、こ
の結果もそれと整合性があるといえよう。
だが全体としてみると、学校卒業後今曰まで転
職を全く経験していない者が半数を下回っている
という事実は、佐藤（2009a）で提起したところ
のＹ型キャリア7)なるものがすでに団塊の世代に
おいても相当にみられたという意味で指摘してお
①初職の評価
団塊の世代の多くは、1960年代半ばから１９７０
年代初めにかけて学校を卒業しているが､初職に
就いたのもそのころである。その最初の仕事が希
望通りだったかどうかをみると、「希望通りだっ
た」と回答した者が35.8％､「希望通りでないが
それに近い仕事だった」が38.4％、「希望してな
い仕事だった」が24.1％となっており、約４分の
３が希望通りかそれに近い仕事との評価を下して
いる。ここで初職の満足度だが、表１にあるよう
に、経営者・役員で最も初職満足度が高く４８．３
６ 
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｢得意なもの」や「おはこ」を有している者が少
なくない。だがよくみると経営者･役員では４２．０
％、大・中企業正社員37.2％、自営・家族従業員
36.6％で多く、中小企業正社員28.8％やパート
等非正規従業員27.5％では少ない。
さらに「おはこ」のある者がいつ頃それを形成
したのかとみると、全体での最頻値は２０歳代～
30歳代前半に集中している。職業別にみろと、経
営者・役員は２０歳代後半が35.1％、自営・家族
従業員は２０歳代全般を通じて22.8％、大・中企
業正社員は３０歳代前半が23.5％、中小企業正社
員は２０歳代後半197％、パート等非正規従業員
が20歳代前半25.3％などと差異もみられる。得
意なものや「おはこ」が形成される時期とは長い
職業人生の前半期に集中しているが､差異もみら
れるという点を指摘しておこう8)。
ちなみに、この調査では「あなたが仕事でもっ
とも輝いていたときはいつか」を尋ねているが、
調査対象全体では、「30歳代後半」が20.9％と最
も多く、｢40歳代前半｣16.6％とこれに次いでいる。
このように職業キャリアを振り返ってもらう
と、１０代後半から２０代前半に学校卒業して初職
に就き、２０歳代～30歳代前半にかけて「おはこ」
を持つ者は持つ。多くは転職も経験しているが、
同じ仕事や特定分野に関連した仕事に従事しなが
ら職業能力に磨きをかける。そして３０歳代から
４０歳代前半に最も輝く－゜これが団塊の世代
の多くが職業キャリアを回顧して浮かび上がって
くるイメージである。
くべきだろう。
③仕事経験の内容
転職経験者については頻度とならんで､仕事経
験の関連性､つまり経験した仕事群になんらかの
関連性があったかどうかが､職業キャリアをみる
上では重要である。この点について「ずっと同じ
ような仕事を経験してきた」のか「分野を超えた
いろいろな仕事を経験してきた」をみてみよう。
すると、「同じ仕事を経験してきた」＋「ある特
定分野に関連した仕事をしてきた」と回答した割
合､反対に「いろいろな仕事を経験してきた」（括
弧内数値）と回答した割合をみると、自営･家族
従業員では46.8％＋15.1％（24.5％）や経営者・
役員42.6％+26.7％（28.4％）では同じ仕事を経
験してきた者が多く、いろいろな仕事を経験して
きた者は少ない。中小企業正社員39.3％＋２１．４
％（31.1％)、大・中企業正社員36.9％＋33.1％
(259％）でも同じ仕事の経験者がいろいろな仕
事をやや上回っているが､パート等非正規従業員
26.6％＋19.1％（41.7％）では分野を超えたい
ろいろな仕事を経験した者が多くなる。
このようにみると、転職経験者は多く、標本全
体の半数を上回ってはいるが、しかし仕事経験の
範囲という点からみると、同じ仕事を経験してき
た、もしくはある特定分野に関連した仕事を経験
してきたという者が多く、転々と仕事を変えてき
たという者は少ない。しかし、その仕事経験の関
連性は現在の職業によって差異がみられろ。
④「おはこ」の有無と形成時期、最も「輝いてい
た」時期
職業キャリアの内実をみると、同じ仕事を経験
してきた、あるいは特定分野に関連した仕事をし
てきた者が多い7)。この事実は、人々は職業キャ
リアの過程のなかでなんらかの得意なもの、（あ
るいは職業資格を含めて）自分の強みといったも
のを獲得していっているのではないか、というさ
らなる関心を誘発する。そこで「得意なもの」や
｢おはこ」がある者の割合をみると、なんらかの
⑤多層化している職業キャリア
これまで、団塊の世代の職業キャリアをいくつ
かのメルクマールにそって記述してきた。そこで
そこにみられた特徴を要約してみよう。以下が指
摘できる。
第１に、団塊の世代の職業キャリアには、一定
の階層性がみられる。つまり現在の年収水準とい
う基準にそって６つの職業をならべてみると、一
方で経営者・役員と大・中企業正社員といった年
収水準も高い層があり、他方でそれらに劣るパー
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ト等非正規従業員の層、さらにその中間に中小企
業正社員や自営・家族従業員などが存在する、と
いう構図をえがくことができる。
第２は、そうした階層性の形成に際して最終学
歴一職業キャリアの連鎖が作用しているという点
である。とくに大卒者以上の高学歴者は、経営
者・役員や大・中企業正社員に多く、これらの職
業に括られる人達の年収水準は総じて高い。その
上、学校卒業後の初職の満足度の高い者、「おは
こ」のある者、経験してきた仕事も関連性がある
者が多い。これと対極にあるのが、パート等非正
規従業員であり、学歴と年収水準、「おはこ」保
有者が少なく、転職経験者が多い。さらに仕事経
験も一貫性というより多様性が勝っているものが
多い。
第３は、勤務先の規模による差異である。同じ
正社員でも勤務先の規模によって差異があり､大・
中企業に比べて中小企業勤務者は学歴や年収水準
が低く、転職経験者も多い。
その就業希望年齢をみると平均６６．１歳となって
いる。この数値からも明らかなように、団塊の世
代の就労意欲はこれまでの高齢者と同様に強く、
公的年金支給開始年齢の繰り延べを想定するなら
なおのこと、何らかの形での６０歳代前半期の就
業機会の確保が必要となろう。
このことを確認した上で､職業別の差異に立ち
入ってみる（表２）。以下が指摘できるだろう。
６０歳以降の就労意思及び就労希望年齢、さらに
その希望実現の可能性という点からみると、総合
的に最もスコアが高いのは、経営者・役員であ
り、自営業・家族従業員がこれに次ぐ。これらに
比べて、大・中企業正社員、中小企業正社員など
の雇用労働者はそのスコアに劣っている。さらに
雇用労働者でも大・中企業正社員のスコアが中小
企業正社員のスコアよりも劣っている点が特徴的
である。またパート等非正規従業員は大・中企業
正社員に比べて60歳以降の就労意欲は強いが､希
望実現可能性という点で劣っている点が特徴的で
ある。
また希望する年収水準という点でも、現在と同
水準と回答したのは経営者・役員、自営・家族従
業員、パート等非正規従業員であり、大・中企業
正社員及び中小企業正社員は現在の収入の7-8割
程度と回答した者が多い。
こうした職業別にみた特徴一とくに大中企業
正社員や中小企業正社員といった雇用労働者の就
労意欲の特徴一を理解するには、勤務先企業で
の雇用管理のしくみがどのようなものかについて
知る必要があるように思われる。
３高齢期の就労見通しと希望するライ
フデザイン
６つの職業の型にそって属性と職業キャリアの
特徴をみてきた。これらがいわば「これまでの
キャリア」である。それではそうした職業キャリ
アを形成してきた人々の「これからのキャリア」
はどのようなものだろうか。つまり、これまでの
職業キャリアの在り方がこれからのキャリア志向
やライフデザインにどのような影響を与えている
のだろうか。
（２）勤め先企業での高齢期の雇用管理のし
くみ(1)高齢期の就業意向
現在の職業別にみた特徴に入る前に、まずは団
塊の世代全体でみたとき６０歳代前半期の就労希
望の実態がどのようなものかを知っておく必要が
あるだろう。そこでその結果をみると、６０歳以
降も今の職場で仕事を続けたいという者の割合
は、現在未就業者を除く全体では66.5％、しかも
①概況
（１）での考察を要約すると、次のようになろ
う。つまり全体として団塊の世代の就業意欲は強
い。だが自営業主＞経営者＞小規模正社員＞パー
ト＞＝大中企業正社員の順で就労意欲や希望実現
見通しに差異がある－．端的にいって、この結
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表Ｚ：現在の職業別にみた高齢期就労についての希望
Ⅱ人水準
見在の収入０
３割1塁届
見在の収入０
８割l混用
｢６０歳以降も現在の職場で仕事をしたいと思いますか」の問いに「思う」と回答した割合
｢何歳くらいまで現在の職場で仕事をしたいですか」の平均
｢あなたのご希望は実現しそうですか」の問に「実現すると思う」と回答した割合
｢６０歳以降で仕事をする際にどれくらいの収入を希望するか」に回答したランクの最頻値
●
●
●
●
●
●
●
●
 
■■■△（可〆］〈）、）幻扣一ｓ
＊
＊
＊
＊
 
果に（全てではないにせよ）一定の説明を与える
には、雇用労働者とくに大中企業正社員には定年
制があり、しかも定年以降の継続就業も希望者全
員ではない、という勤務先での高齢期の雇用管理
のしくみに踏み込む必要がある。つまり大中企業
と中小企業の正社員は勤務先の雇用管理のしくみ
の下に置かれていろ。この点が高齢期の就業意欲
を考察する上で極めて重要な点である。
ところで、周知のように、２００４年に高年齢者
雇用安定法が改正され、２００６年４月から、老齢
基礎年金の支給開始年齢までのなんらかの雇用確
保措置が義務化された。ここで雇用確保措置と
は、①定年年齢の引き上げか、②継続雇用制度の
導入か、③定年の定めの廃止、のいずれかの措置
を指す。注３にも記したが、義務化直後の２００６
年６月時点で実施した厚生労働省「改正高年齢者
雇用安定法に基づく高年齢者雇用確保措置の実施
状況について」によると、５１人以上企業の８４％
が何らかの雇用確保措置を実施している。雇用確
保措置を導入した企業のなかでは、②継続雇用制
度が最も多く85.9％、①定年の引き上げは１２．９
％、③定年の廃止は1.2％となっている。さらに
②継続雇用制度導入の場合で｢希望者全員を継続
雇用する」企業は約４割（39.1％）であり、残る
約６割（60.9％）は該当者に何らかの基準を設け
ていろ（７割は労使協定、３割は就業規則で基準
を定めている)。
こうしたことからも伺われるように、希望者全
員が継続雇用される割合は約４割であり残る６割
は条件付きである。６０歳代前半期での雇用確保
についてのこのようなやや厳しい情勢は今回の調
査対象となった団塊の世代の就労見通しにも当然
のことながら影響を与えていたに違いない。
本章で扱うデータは2006年１０月時点で得られ
たものであるから、その後の推移及び従業員サイ
ドからみた雇用確保の見通しを知るうえで重要な
意味を持つ。
そこで以下では、大中企業正社員と中小企業正
社員一つまり雇用労働者の勤務先の雇用管理の
しくみについて簡単にふれておこう。
②雇用労働者の勤め先での雇用管理
今回の調査で得られたデータから、雇用労働者
の勤務先での雇用管理のしくみを分析すると以下
の結果が得られた。
第１は、多くの雇用労働者が希望する６５歳ま
での就業は条件付きであるという点である。今回
対象となった団塊の世代の平均希望就労年齢は約
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６５歳であるから、雇用管理のしくみから希望者
全員が６５歳までの就労が可能となる勤務先に勤
める者を求めると、①定年がなく雇用期間がとく
に決まってない勤務先の者（370人)、②定年が
あるが65歳以上定年の勤務先の者（158人)、③
定年が60-64歳であるが､定年以降も希望者がほ
ぼ全員仕事を続けられる勤務先の者（257人）と
なる｡この①～③の合計を雇用労働者全体の1880
人で除すると、41.7％となる。希望者全員が６５
歳まで雇用される割合は約４割、残る６割は条件
付きというこの結果は､前述の厚労省の調査結果
と整合的である。
第２は、第１の点からも推察されるように、高
齢期の雇用管理のしくみには、次のような複数の
類型があるということである。ａ）ひとつ目は、
定年がなくて雇用期間の上限もないタイプの勤務
先である（以下「定年なし＋雇用期間の上限なし
型」と略。３７０人)。ｂ）二つ目は、定年はない
が､雇用期間の上限があるタイプの勤務先である
（｢定年なし＋雇用期間上限あり」と略。４９人)。
ｃ）三つ目は、定年はあるが、希望すればほぼ全
員が仕事を続けられるタイプの勤務先である(｢定
年有＋希望者全員」と略。２７９人)。ｄ）四つ目
は、定年があり、一定の条件を満たすと就労可能
なタイプの勤務先である（｢定年あり＋一定基準
満たす者」と略。３３８人)。ｅ）五つ目は、定年
があり、会社が認めた者だけが就業できるタイプ
の勤務先である（｢定年あり＋会社が希望する者」
と略。２６５人)。ｆ）六つ目は、定年があるが継
続就労のしくみはないタイプの勤務先である(｢定
年あり＋継続就労のしくみはない」と略。２７７
人)。ちなみに、ａ）タイプは１０人未満の小規模
企業に多く、ｃ）タイプやｆ）タイプは大企業に
多い。
第３に、この類型をもとに雇用労働者の職業の
構成比をみると、以下が指摘できる。つまり経営
者・役員やパート等非正規従業員、さらに中小企
業正社員にはａ）「定年なし＋雇用期限なし」の
タイプの勤務先の者が比較的多いが（経営者・役
人の場合、49.4％、パート等非正規では44.3％、
中小企業正社員では21.3％となる)、大・中企業
正社員にはｄ）「定年あり＋一定基準満たす者」
が４割弱（37.8％）と最も多く、ａ）「定年なし
＋雇用期限なし」の勤務先は1.3％とほとんどみ
られない。
第４に、以上の結果と、表２で指摘した就労意
欲、とりわけ希望実現の可能性の職業による差異
とは概ね整合している。すなわち、希望実現の可
能性は経営・役員では約５割、大・中企業正社員
では約３割、中小企業正社員も３割強というもの
だったが、雇用管理のタイプの構成をみると、経
営者・役員の希望者全員就労可能割合は、類型
ａ）＋ｃ）の計とみなすと５割強、大・中企業正
社員の希望者全員就労可能割合は、同じく類型
ａ）＋ｃ）の計で約３割、同様に中小企業正社員
の場合は、約４割となる。なおパート等非正規は
同じ方法で計算すると約５割となり、表２の希望
実現可能性の３割より多めになるが、これには非
正規の場合、しくみはあっても実現の可能性には
不安定性もあることを考慮する必要があろう。
第５に､自営業主・家族従業員も含めて団塊の
世代の就業意向実現のために必要な措置をみる
と、職業によって差異がある（表3)。
第１に、経営者・役員と自営・家族従業員は、
｢特別に必要な措置はない」が第１位にきており、
第２位以下の措置も「賃金や処遇を見直すこと」
｢仕事の内容を見直すこと」が20％台の指摘率と
必要性はそれほど高くない。
第２に、これに対して、大・中企業正社員、中
小企業正社員、パート等非正規といった雇用労働
者の場合は、第１位には「定年年齢以降も継続雇
用する」がきており、とりわけ大・中企業正社員
の場合その指摘率は55.1％と極めて高い｡さらに
大・中企業正社員の場合は「定年年齢の延長」
(463％)、「賃金や処遇を見直すこと」（37.5％）
といった指摘も４割弱～４割強の指摘率となって
いる。なお、定年制のある雇用労働者の場合の定
年後の賃金は概ね定年前給与の約５～６割の水準
が多い。
このように就業意向継続の実現に必要な措置を
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定年直後に退職にならずとも（希望者全員ではな
く）一定の条件をみなした者が、（定年前給与の
５～６割程度の水準で）継続雇用されるような雇
用管理のしくみが横たわっていると推察される。
みると、職業別にみて高齢期の就労意欲とその希
望実現の可能性が乏しいと認識していた大・中企
業正社員、中小企業正社員の背景には、一定の年
齢で定年退職を余儀なくされるしくみ、あるいは
表３：就業意向継続実現のために必要な措置（ＭＡ）
就業継続に必要な措置（ＭＡ上位３位）
蕊毒
現在の職業
経営者・役員
(n=135） 
自営業主・家族従業員
(n=452） 
大．中堅企業正社員
(n=296） 
中小企業正社員
(n=321） 
パート等非正規社員
(､=383） 
②賃金や処遇を見直すこと
(28.9％） 
①特別な措置必要なし
(30.4％） 
②仕事の内容を見直すこと
(29.9％） 
①特別な措置必要なし
(33.0％） 
②定年年齢の延長
(46.3％） 
①定年年齢以降も継続雇用す
る（55.1％）
②短日数勤務ができるよう
に（29.0％）
①定年年齢以降も継続雇用す
る（47.4％）
②短日数勤務ができるよう
に（29.0％）
①定年年齢以降も継続雇用す
る（342％）
｢契約社員や嘱託として働く」が最も多いが、６５
歳では「短時間勤務で働く」が多くなり、７０歳
で「仕事や社会的活動はしない」が多くなる。つ
まり年齢ごとに働き方が変化していくのが特徴で
ある。一方、中小企業正社員は６１歳だけでなく
６５歳でも「正社員として働く」が最も多い。最
後にパート等非正規従業員だが、６１歳-65歳に
かけては「短時間勤務で働く」が最も多いのが特
徴であり、その後７０歳で「仕事や社会的活動は
しない」が増えていく。
なお、調査時点で仕事をしていない人々も、６０
歳代には何らかの仕事一とくに短時間勤務一
や活動を行う希望を持つものが少なくないにも注
意しておこう。
第２に、いずれの職業も、60-65-70歳と加齢に
伴って、就労を希望する割合が減少し、かわって
｢ボランティア活動をする」や「仕事や社会的活
動はしない」が増加する傾向がある。とくにそう
した傾向が顕著なのは大・中企業正社員などの雇
用労働者である。雇用労働者の場合、６０歳代前
半は「正社員として働く」は急減し、６０歳代後
半になると「ボランティア活動をする」や「仕事
や活動をしない」が急増する。このことは雇用労
働者の場合、６０歳代前半は仕事からの引退過程
(3)高齢期に希望する働き方と活動の仕方
一職業別にみた特徴
団塊の世代の人々は、高齢期にどのような働き
方や活動を希望しているのだろうか。またその希
望には職業別にみてどのような特徴があるのだろ
うか。この点について、タテに現在の職業と３つ
の年齢ポイント（実際の調査では６１歳から７０歳
までの希望を１歳刻みでとったが、煩雑になるの
で61歳-65歳-70歳をメルクマール年齢にとっ
てある）をとり、横に希望する就労・活動形態を
とって分析結果を整理したのが表４である。ここ
から以下の点が指摘できる。
第１に、最も希望の多い就労と活動の仕方を職
業別に拾い出すと（網掛け部分)、職業によって
大きな差異がみられる。まず経営者・役員は、６１
歳－６５歳にかけて「正社員として働く」が最も
多く、７０歳になって「仕事や社会的活動はしな
い」が多くなる。正社員でパリパリ働くのがこの
層の特徴である。つぎに自営業・家族従業員だ
が、61-65-70歳にかけてｒ自営業を営む」が最
も多く、年齢による働き方の変化はない。６０歳
代は引退せず現役でパリバリ働くのが特徴である。
これに対して、大・中企業正社員は６１歳では
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表４：６０歳以降に希望する働き方・活動の仕方
６０歳以降に希望する働き方・活動の仕方
職業区分 正礼貝として
働く
契約社貝や嘱
託として働く
短時間勤務
で働く
親族や知人の
調薬を手伝う
ホランァイア
活動をする
仕事や社会的
活動はしない
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Ｉこみた･そこには職業によって希望する働き方と
活動の仕方に差異があり、それぞれの職業ごとに
特徴がみられた。つまりこれまでの職業キャリア
がこれからのキャリアの在り方に影を落としてい
る構図がみられた。
だが、もう一つ雇用労働者の場合は、到達職位
の影響も無視できない｡長い職業キャリアの展開
の末にどのポジションに到達したか。サラリーマ
ンの場合、ある意味では、到達職位こそ職業キャ
リアの総決算といっても過言ではない。そういう
重みを持っていることを否定できない。
そこで到達職位ごとに希望する働き方(正社員
か、契約社員か、短時間勤務か）を分析してみた
（表５)。
であり、６０歳代後半は新たなライフスタイルの
創造過程が始まることを意味している9)。
第３に、この点、自営業主・家族従業員の場合
は雇用労働者とは著しい対照をなしている。自営
業主の場合､･雇用労働者にみられたような６５歳
をターニングポイントにした仕事と引退をめぐる
大きな断層はみられない。ゆっくりとした低下を
とりながらも７０歳代まで「自営業を営む」こと
を希望するものが多い。
(4)高齢期に希望する働き方と活動の仕方
一到達職位別にみた特徴
高齢期に希望する働き方と活動の仕方を職業別
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職業キャリアと高齢期の就労見通し
この結果からは、以下の点を指摘できるだろ
う。第１に、一般社員クラスは、正社員としての
働き方を希望する者は､63歳まででも２割台にと
どまり、短時間社員や契約・嘱託社員といった働
き方を希望する者が多い。
第２に、課長クラスは、一般社員クラスに比べ
て正社員を希望する者が多くなり、６２歳までは３
割台になる。
第３に、部長クラスになると、正社員としての
働き方を希望する者はさらに多くなり、６２歳ま
ででは４割台に達する。
第４に、役員クラスになると、正社員としての
働き方を希望するものが最も多くなり、６２歳ま
では７割台、６３歳で６割台、６４歳で５割台、６５
歳でも４割台に及ぶ。
長い職業キャリアにおいて形成された到達職位
が60歳～70歳にかけてのキャリアデザインの在
り方にいかに大きな影響を与えているか｡以上の
分析結果はその影響の大きさを明らかにしている
といえるだろう。
表５：６０歳以降に希望する働き方・活動の仕方
一般社員 課長クラス 部長クラス 役員クラス
年齢 短時間勤
務で働く
６歳２６３３０４３６３８３７７６３８７８２３
６２髄９３０３３２３７３３４３２８６９
６歳Ｊ８３８９３７３６６９
６歳３８９７３９６８
６歳８３３３６６２８５
６歳３２６８２９３９７８
３８９９８７７４ 
９８９６８８９９８１４ 
８８８９８１９６９０７ 
９６６ 
私｜恥一刺｜叩一四一曄｜”｜“｜画
1７．４ 
４結びにかえて い者の６つに区分し、それらにみられる共通項や
特徴を描き出そうとした。なお、分析対象の年齢
層が55歳～５９歳といった５０歳代後半層に集中
していることから同じコーホート（出生集団）を
分析できる利点がある点､改めて確認しておきた
い。
対象となった団塊の世代の親の職業についてみ
ると、半数以上が自営などの雇用者以外の地位に
従事していたのであるが､調査対象者のうち自営
業・家族従業員の者は約２割であり、残る約８割
は雇用者である。団塊の世代の出生から初職就職
にかけて大きく世代間での職業移動が進んだこと
というマクロ統計と整合する事実がえられた。
(2)いまこうした団塊の世代に回顧してもらっ
た職業キャリアにみられるイベントについて簡単
これまでの団塊の世代の職業キャリアと高齢期
のキャリアデザインの分析結果を、主要なキャリ
アイベントにそって図ｌのように整理してみた。
この図１をもとに重要な点を要約してみたい。
（１）この章の考察の対象となった団塊の世代と
は１９４７年～１９５１年生まれの人々である。この
章では、こうした団塊の世代が歩んできた職業
キャリアを回顧してもらい、あわせて６０歳以降、
高齢期のライフデザインの見通しについて、調査
時点（2006年１０月）での職業や働き方、到達職
位をベースに、経営者・役員、自営・家族従業
員、大企業・中規模企業正社員、中小企業正社
員、パート等非正規従業員、現在仕事をしていな
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に要約してみたい。まず学校卒業後、希望通りの
初職についたものは35.8％､その初職に満足して
いる者は３～４割といったところである。また初
めて仕事について仕事をする上で必要な知識や技
能の大半は就職先でのＯＪＴや研修で習得した
と回答する一方､学校時代の教育で獲得したと回
答した者はわずか１割に満たない。学校から職業
への移行過程のなかで若者の適職探しが問題と
なっているなかでこの事実の意味するものは小さ
くない。
調査対象者の約6割は転職を経験しており､パー
ト等非正規従業員や中小企業正社員ではこの数値
よりも多く７割～８割強となるが、しかしそれで
も仕事経験の内容を尋ねた結果によれば｢同じ仕
事を経験してきた」「ある特定分野に関連した仕
事をしてきた」という者が多く、経営者・役員や
大企業正社員では７割強、中小企業正社員でも６
割を占めている。いわゆる「転々と職を変える」
というイメージとは遠い。
また仕事に関連した得意なことや「おはこ」の
有無を尋ねた結果によると、全体の約３割が「あ
る」とこたえており、とりわけ経営者・役員や
大・中企業正社員では４割弱～４割強に及ぶ。「お
はこ｣の獲得時期は30歳代前半というものが多い。
さらに調査時点から「最も輝いていたのは何時
か」を回顧してもらったところ、職業による差異
はあるものの多くは「30歳代後半から４０歳代前
半」にかけてという回答結果となった。すなわち
本人の意識からすると、調査時点である５０歳代
後半は､職業キャリアのピークを越えた時点にあ
たっているのかもしれない。
（３）こうして、標本の多様性を捨象したうえ
で、キャリアイベントを太い線でつないで職業
キャリアの筋を描いてみると、図１に記したよう
に、学校卒業→雇用者として初職就職→・・転
職・・→「おはこ」形成→職業能力の練磨→「最
も輝いていた時期」→現在ということになる。だ
がしかし、このことは〈雇用者を中心とする調査
対象者が均質の職業キャリアを辿っていることを
意味するものではない。なにより、調査時点での
職業及び到達職位そのものが、これまでの職業
キャリアの集積の表現物なのであって、そこには
年収水準の高低にそった階層差がみられる。その
階層差はさらに最終学歴の高さ、到達職位の高
さ、「おはこ」の有無とも密接に結びついている
－．こうした点もまた見落とせない。
（４）それでは団塊の世代は、これから迎える
６０歳以降の高齢期の仕事と生活をどのようにデ
ザインしようとしているのか｡高齢期の生活設計
のありように差異をもたらすものには､本人や配
偶者の健康状態、世帯構成と世帯収入、年金の支
給水準と支給時期､希望するライフスタイルなど
いくつもの要因がある。本稿では、このうち職業
とそのキャリア､雇用者の場合は勤務先での雇用
管理のしくみと到達職位に注目して分析を行っ
た。これらはいわば、これまでのキャリア＝「光」
を屈折させ､高齢期のワークとライフの希望スタ
イル＝多様なスペクトラム（図’で記した「①正
社員として働く」から⑦「仕事や活動をしない」
までの選択肢）を生み出す「プリズム」として作
用しているといえるだろう。
職業というプリズムをみると、総じて雇用者と
自営・家族従業員とでは異なり、雇用者では６０
歳代前半は仕事からの引退過程をたどり、６０歳
代後半からはボランティアや活動なしといった新
たなライフスタイルの創造過程として見通されて
いるのに対して、自営・家族では７０歳まで自営
業を営むとする者が主流である。
さらに雇用者の場合は、勤務先の規模や雇用管
理のしくみもプリズムとして作用している。中小
企業正社員より大企業正社員で就労意欲と希望実
現可能性に乏しく、大企業であっても、定年の有
無と継続雇用措置の有無などの複雑な組み合わせ
によって６０歳代前半の就業機会の実現可能性に
差異が生じている。
1４ 
Hosei University Repository
職業キャリアと高齢期の就労見通し
図１：職業キャリアと高齢期のライフデザイン
これに加えて雇用者の場合は、到達職位もプリ
ズムの役割を果たしている。正社員としての就労
を希望する者は、一般く課長く部長く役員の順で
高くなり、逆に契約・嘱託や短時間勤務として働
きたい者は一般＞課長＞部長＞役員の順で低くな
ろ。その意味で職業キャリアの到達点の持つ意味
は依然として大きいといわねばならない。
（５）６５歳までの雇用確保の見通しについて団
塊の世代がどうみているか、その現状理解も本稿
の課題の一つであった。これについても職業類型
1５ 
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とを強く示唆している。
4）この点に関する研究レビューとしては佐藤
（2004）を参照のこと。
5）この６つの職業類型の区分に際しては、①雇用
労働者と経営者や自営業主・家族従業員とは区
別されるという就業形態の統計的区分に加えて、
②同じ雇用労働者でも正社員とパート等の非正
規労働者の間にある様々な差異、さらに③わが
国の労働市場に事実として存在する勤続年数や
賃金等労働条件の企業規模間での格差、といっ
たメルクマールを用いている。
6）ちなみに１９４７年の従業上の地位をみると、自営
業主が24.7％、家族従業員が39.0％、雇用者が
36.3％であったが、１９７５年には自営業主１７．２
％､家族従業員が10.9％､雇用者が71.7％､2003
年には、自営業主が10.4％、家族従業員が４７
％、雇用者が845％となっている（総務省『労
働力調査』各年による)。
7）特定企業で管理職昇進していくようなキャリア
をＸ型と呼び、特定組織内でキャリアを積む場
合でも管理職昇進以外のたとえば専門職型キャ
リアを歩むケースや、特定組織の境界を超えて
（端的に転職）キャリアを歩むケース（これをパ
ウンダリーレス・キャリアと呼ぶ）などがＹ型
キャリアに当てはまる。
8）ここでいう「得意なもの」や「おはこ」をキャ
リア・アンカーということもできるが､そのキャ
リア・アンカーを「自信を持てる技術分野」の
ある者とみなすと、その形成時期はやはり３０歳
代前半期に集中していた｡詳しくは佐藤(2009b）
を参照のこと。
9）６０歳代前半の仕事からの引退過程→６０歳代後半
の仕事以外の生活への移行（＝新たなライフス
タイルの形成過程）に位置する問題は多い。ラ
イフスタイルが仕事を通じて形成された職縁か
ら家族での血縁および地域社会での地縁へとシ
フトしていくなかで、傾向として自営業主より
も雇用労働者にとって、また女性よりも男性に
とって論点となるのは、いかにして職縁一辺倒
のライフスタイルから多縁的な人間関係を築い
による違いがみられた。すなわち、経営者・役員
と自営業主・家族従業員は「特別な措置は必要な
い」という意見が多かった。すなわち措置の必要
性は強くなかった。これに対して、大・中堅企業
正社員や中小企業正社員、さらにパート等非正規
社員はいずれも「定年年齢以降も継続就業する」
というニーズが最も多かった。とりわけ大・中堅
企業正社員ではこの措置へのニーズが最も強かっ
ただけでなく、「定年年齢の延長｣、「賃金や処遇
を見直すこと」といった措置へのニーズもほかの
類型と比べて強かった。翻ってみると、大・中堅
企業正社員におけるこうした措置へのニーズの強
さは､現状でのそうした条件整備の弱さを物語っ
ていろともいえよう。
－注
1）「キャリア志向（CareerOrientation)」とは「職
業的生涯のゆくえに対して個人が思い描く希望
の道筋。広くは、その背景にある職業生活に対
する価値態度まで含む」ものと定義されている
（稲上毅l993p268)。
2）本稿は佐藤厚（2007）に大幅な加筆、修正を施
したものである。調査は、２００６年１０月に実施
され、昭和２２年～２６年生まれの男女３０００人
（男性1791人､女性1209人）を対象にしたモニ
ター調査にて、有効回答者2722人(回収率90.7
％）を得た。サンプリングや調査データ等の詳
細は、佐藤（2007）及び労働政策研究・研修機
構（2007）を参照されたい。ちなみに、団塊の
世代を対象とした同様の調査を2001年にも実施
しているが、２００１年調査とこの２００７年調査の
比較考察についてはSato(2008)を参照されたい。
3）厚労省「改正高齢法に基づく高年齢者雇用確保
措置の実施状況」調査では、平成１８年６月１日
現在、５１人以上企業のうち８４％が、雇用確保措
置を実施済みであるが、そのうち希望者全員を
対象とする継続雇用制度を導入している企業は
約４割となっている。この調査結果は、定年退
職を目前に控えた団塊の世代の就業希望を十分
受け止めるには、現実としてまだ課題が多いこ
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ていくかというものであり、それはここでの論
点の中心に位置するものの一つである。筆者の
小さな試みとして佐藤(2006）を参照されたい。
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